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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 
平成29年度第３四半期
連結累計期間

平成30年度第３四半期
連結累計期間

平成29年度

 
(自 平成29年４月１日
 至 平成29年12月31日)

(自 平成30年４月１日
 至 平成30年12月31日)

(自 平成29年４月１日
 至 平成30年３月31日)

経常収益 百万円 218,286 225,011 304,692

うち信託報酬 百万円 298 273 351

経常利益 百万円 46,141 46,723 60,850

親会社株主に帰属する四半期

純利益
百万円 34,241 34,184 －

親会社株主に帰属する当期純

利益
百万円 － － 44,466

四半期包括利益 百万円 65,076 △26,592 －

包括利益 百万円 － － 20,433

純資産額 百万円 1,671,249 1,580,343 1,626,605

総資産額 百万円 41,834,451 42,678,010 38,790,449

１口当たり四半期純利益 円 5,104.34 5,095.84 －

１口当たり当期純利益 円 － － 6,311.86

潜在出資調整後１口当たり

四半期純利益
円 － － －

潜在出資調整後１口当たり

当期純利益
円 － － －

自己資本比率 ％ 3.9 3.6 4.1

信託財産額 百万円 465,704 741,665 525,445

 

 

平成29年度第３四半期
連結会計期間

平成30年度第３四半期
連結会計期間

(自 平成29年10月１日
　至 平成29年12月31日)

(自 平成30年10月１日
　至 平成30年12月31日)

１口当たり四半期純利益 円 916.13 731.06

 

（注）１．本中金及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．潜在出資調整後１口当たり四半期純利益及び潜在出資調整後１口当たり当期純利益は、潜在出資がないため記

載しておりません。

３．自己資本比率は、（（四半期）期末純資産の部合計－（四半期）期末非支配株主持分）を（四半期）期末資産

の部の合計で除して算出しております。

４．信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務に係る信託財産額を記載して

おります。なお、連結会社のうち、該当する信託業務を営む会社は本中金のみです。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、本中金グループが営む事業の内容については、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　以下の記載における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1) 財政状態及び経営成績の状況

・金融経済環境

　当第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日～平成30年12月31日）における金融経済環境を振り返ります

と、良好な雇用・所得環境を背景に個人消費が増加したことに加え、設備投資の増加や企業収益の改善などに

より、国内景気は緩やかな回復基調が続きました。

　一方、金融市場環境においては、上昇基調にあった日経平均株価は、米中関係の悪化や世界経済の先行きに

対する慎重な見方が広がったことを受け、10月から年末にかけて下落し、一時20,000円を割り込む場面もあり

ました。また、0.0％～0.1％台の狭いレンジで推移してきた長期金利（10年国債利回り）は、世界的なリスク

回避の流れを受け、12月末にはマイナス圏まで低下しました。

 

・連結経営成績

当第３四半期連結累計期間の経営成績は、次のとおりです。

経常収益は、前年同期比67億円、3.0％増収の2,250億円となりました。これは、国債等債券売却益を中心に

その他業務収益が増加したことおよび貸倒引当金戻入益の増加等によりその他経常収益が増加したこと等によ

るものです。

一方、経常費用は、同61億円、3.5％増加の1,782億円となりました。これは、アセットスワップ付債券の売

却にかかる金融派生商品費用を中心にその他業務費用が増加したこと等によるものです。

これらの結果、経常利益は同５億円、1.2％増益の467億円、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期

比ほぼ横ばいの341億円となりました。

また、報告セグメントである信金中央金庫の事業における経常収益は、前年同期比32億円、1.6％増収の

1,993億円となりました。一方、経常費用は、同68億円、4.6％増加の1,560億円となりました。

これらの結果、経常利益は同36億円、7.7％減益の433億円となりました。また、四半期純利益は同44億円、

12.0％減益の323億円となりました。

なお、前年同期比で連結決算がほぼ横ばい、単体決算が減益となったのは、前年同期において、株式会社し

んきん信託銀行からの事業譲渡および合併に伴う配当が、単体決算上は利益として計上された一方、連結決算

では内部取引として相殺されており、その影響が剥落したことによるものです。

 

・連結財政状態

当第３四半期連結会計期間末における財政状態は、次のとおりです。

資産の部合計は、前連結会計年度末比３兆8,875億円増加し42兆6,780億円となりました。このうち、現金及

び預け金は、日銀当座預け金の増加を主因に、同３兆8,286億円増加し16兆2,222億円となりました。一方、有

価証券は、国債の減少を主因に、同3,106億円減少し16兆7,978億円となりました。また、貸出金は、事業会社

向け貸出の増加を主因に、同2,103億円増加し７兆1,630億円となりました。

負債の部合計は、前連結会計年度末比３兆9,338億円増加し41兆976億円となりました。このうち、預金は、

定期性預金の増加を主因に、同３兆9,831億円増加し34兆2,141億円となりました。

純資産の部合計は、前連結会計年度末比ほぼ横ばいの１兆5,803億円となりました。

また、連結自己資本比率（国内基準）は、劣後ローンの返済により自己資本の額が減少したほか、リスク・

アセットの増加により、前連結会計年度末比5.75ポイント低下して、24.82％となりました。

不良債権比率は、前連結会計年度末比0.11ポイント低下し0.49％となっており、貸出資産は引き続き極めて

高い健全性を維持しています。
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①　国内・海外別収支

当第３四半期連結累計期間において、国内では、資金運用収支が610億92百万円、信託報酬が２億73百万円、

役務取引等収支が210億37百万円、特定取引収支が28億22百万円、その他業務収支が△75億29百万円となりまし

た。

海外では、資金運用収支が94百万円、役務取引等収支が△25百万円、特定取引収支が２億６百万円、その他業

務収支が３百万円となりました。

以上により、合計では、資金運用収支が611億24百万円、信託報酬が２億73百万円、役務取引等収支が202億36

百万円、特定取引収支が30億22百万円、その他業務収支が△79億43百万円となりました。

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

資金運用収支
前第３四半期連結累計期間 72,142 106 3,352 68,897

当第３四半期連結累計期間 61,092 94 62 61,124

うち資金運用収益
前第３四半期連結累計期間 163,964 106 3,360 160,710

当第３四半期連結累計期間 150,884 95 89 150,889

うち資金調達費用
前第３四半期連結累計期間 91,821 0 8 91,813

当第３四半期連結累計期間 89,791 0 26 89,765

信託報酬
前第３四半期連結累計期間 299 － 0 298

当第３四半期連結累計期間 273 － － 273

役務取引等収支
前第３四半期連結累計期間 21,126 △25 816 20,285

当第３四半期連結累計期間 21,037 △25 776 20,236

うち役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 34,502 8 2,732 31,778

当第３四半期連結累計期間 34,860 15 2,826 32,048

うち役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 13,376 33 1,916 11,493

当第３四半期連結累計期間 13,822 40 2,050 11,812

特定取引収支
前第３四半期連結累計期間 2,807 193 4 2,996

当第３四半期連結累計期間 2,822 206 6 3,022

うち特定取引収益
前第３四半期連結累計期間 2,904 193 36 3,061

当第３四半期連結累計期間 3,324 206 30 3,500

うち特定取引費用
前第３四半期連結累計期間 97 － 32 65

当第３四半期連結累計期間 501 － 24 477

その他業務収支
前第３四半期連結累計期間 △10,834 △2 448 △11,285

当第３四半期連結累計期間 △7,529 3 418 △7,943

うちその他業務収益
前第３四半期連結累計期間 18,680 1 586 18,095

当第３四半期連結累計期間 28,863 5 572 28,296

うちその他業務費用
前第３四半期連結累計期間 29,514 3 137 29,380

当第３四半期連結累計期間 36,392 1 154 36,240

（注）１．「国内」とは、本中金及び国内に本店を有する連結子会社（以下「国内連結子会社」という。）であります。

２．「海外」とは、海外に本店を有する連結子会社（以下「海外連結子会社」という。）であります。

３．「相殺消去額」は、連結会社間の内部取引等によるものであります。

４．資金調達費用は、金銭の信託運用見合費用（前第３四半期連結累計期間137百万円、当第３四半期連結累計期

間176百万円）を控除して表示しております。
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②　国内・海外別役務取引の状況

当第３四半期連結累計期間における役務取引等収益は320億48百万円、役務取引等費用は118億12百万円となり

ました。

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

役務取引等収益
前第３四半期連結累計期間 34,502 8 2,732 31,778

当第３四半期連結累計期間 34,860 15 2,826 32,048

うち預金・債券・

貸出業務

前第３四半期連結累計期間 380 － 0 380

当第３四半期連結累計期間 374 － 0 374

うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 305 － 1 304

当第３四半期連結累計期間 307 － 0 306

うち証券関連業務
前第３四半期連結累計期間 9,149 8 2,049 7,108

当第３四半期連結累計期間 9,334 15 2,200 7,148

うち代理業務
前第３四半期連結累計期間 1,624 － 1 1,622

当第３四半期連結累計期間 1,614 － 1 1,612

うち保証業務
前第３四半期連結累計期間 7,769 － 0 7,769

当第３四半期連結累計期間 8,065 － 0 8,065

うち受託業務
前第３四半期連結累計期間 14,906 － 680 14,225

当第３四半期連結累計期間 14,633 － 622 14,010

役務取引等費用
前第３四半期連結累計期間 13,376 33 1,916 11,493

当第３四半期連結累計期間 13,822 40 2,050 11,812

うち為替業務
前第３四半期連結累計期間 171 － － 171

当第３四半期連結累計期間 171 － － 171

うち代理貸付業務
前第３四半期連結累計期間 452 － － 452

当第３四半期連結累計期間 435 － － 435

（注）１．「国内」とは、本中金及び国内連結子会社であります。

２．「海外」とは、海外連結子会社であります。

３．「相殺消去額」は、連結会社間の内部取引等によるものであります。
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③　国内・海外別特定取引の状況

当第３四半期連結累計期間における特定取引収益は35億円、特定取引費用は４億77百万円となりました。

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

特定取引収益
前第３四半期連結累計期間 2,904 193 36 3,061

当第３四半期連結累計期間 3,324 206 30 3,500

うち商品有価証券

収益

前第３四半期連結累計期間 30 193 36 187

当第３四半期連結累計期間 161 206 30 337

うち特定取引

有価証券収益

前第３四半期連結累計期間 － － － －

当第３四半期連結累計期間 － － － －

うち特定金融

派生商品収益

前第３四半期連結累計期間 2,835 － － 2,835

当第３四半期連結累計期間 3,126 － － 3,126

うちその他の

特定取引収益

前第３四半期連結累計期間 38 － － 38

当第３四半期連結累計期間 36 － － 36

特定取引費用
前第３四半期連結累計期間 97 － 32 65

当第３四半期連結累計期間 501 － 24 477

うち商品有価証券

費用

前第３四半期連結累計期間 32 － 32 －

当第３四半期連結累計期間 24 － 24 －

うち特定取引

有価証券費用

前第３四半期連結累計期間 65 － － 65

当第３四半期連結累計期間 477 － － 477

うち特定金融

派生商品費用

前第３四半期連結累計期間 － － － －

当第３四半期連結累計期間 － － － －

うちその他の

特定取引費用

前第３四半期連結累計期間 － － － －

当第３四半期連結累計期間 － － － －

（注）１．「国内」とは、本中金及び国内連結子会社であります。

２．「海外」とは、海外連結子会社であります。

３．「相殺消去額」は、連結会社間の内部取引等によるものであります。
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④　国内・海外別預金残高の状況

○　預金の種類別残高（末残）

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

預金合計
前第３四半期連結会計期間 33,005,737 － 28,768 32,976,968

当第３四半期連結会計期間 34,242,965 － 28,822 34,214,143

うち流動性預金
前第３四半期連結会計期間 1,685,431 － 12,822 1,672,608

当第３四半期連結会計期間 2,079,645 － 20,876 2,058,769

うち定期性預金
前第３四半期連結会計期間 30,945,426 － 15,939 30,929,486

当第３四半期連結会計期間 31,542,924 － 7,940 31,534,984

うちその他
前第３四半期連結会計期間 374,879 － 6 374,873

当第３四半期連結会計期間 620,395 － 6 620,389

譲渡性預金
前第３四半期連結会計期間 15,121 － － 15,121

当第３四半期連結会計期間 18,606 － － 18,606

総合計
前第３四半期連結会計期間 33,020,859 － 28,768 32,992,090

当第３四半期連結会計期間 34,261,572 － 28,822 34,232,749

（注）１．「国内」とは、本中金及び国内連結子会社であります。

２．「海外」とは、海外連結子会社であります。

３．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋通知預金

４．定期性預金＝定期預金＋積立定期預金

５．「相殺消去額」は、連結会社間の内部取引等によるものであります。

 

⑤　国内・海外別債券残高の状況

○　債券の種類別残高（末残）

種類 期別
国内 海外 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

利付信金中金債
前第３四半期連結会計期間 2,787,560 － 7,700 2,779,860

当第３四半期連結会計期間 2,535,180 － 6,600 2,528,580

（注）１．「国内」とは、本中金及び国内連結子会社であります。

２．「海外」とは、海外連結子会社であります。

３．「相殺消去額」は、連結会社間の内部取引等によるものであります。
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⑥　国内・海外別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況（末残・構成比）

ａ　直接貸出

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比（％） 金額(百万円) 構成比（％）

国内（除く特別国際金融取引勘定分） 6,956,707 100.00 6,867,653 100.00

製造業 376,148 5.41 486,107 7.08

農業，林業 － － － －

漁業 － － － －

鉱業，採石業，砂利採取業 697 0.01 644 0.01

建設業 24,740 0.35 25,134 0.37

電気・ガス・熱供給・水道業 127,117 1.83 146,197 2.13

情報通信業 55,667 0.80 112,496 1.64

運輸業，郵便業 304,419 4.38 350,618 5.11

卸売業，小売業 239,785 3.45 278,498 4.05

金融業，保険業 1,241,797 17.85 1,358,180 19.78

不動産業，物品賃貸業 994,923 14.30 1,090,913 15.88

地方公共団体 284,190 4.08 275,710 4.01

その他 3,307,218 47.54 2,743,151 39.94

海外及び特別国際金融取引勘定分 0 100.00 0 100.00

政府等 － － － －

金融機関 － － － －

その他 0 100.00 0 100.00

合計 6,956,707 － 6,867,653 －

（注）１．「国内」とは、本中金及び国内連結子会社であります。

２．「海外」とは、海外連結子会社であります。

３．「国内」の「その他」には、国・政府関係機関を含んでおります。
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ｂ　代理貸付

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比（％） 金額(百万円) 構成比（％）

国内（除く特別国際金融取引勘定分） 273,865 100.00 295,373 100.00

製造業 25,483 9.30 30,410 10.29

農業，林業 420 0.15 502 0.17

漁業 264 0.10 141 0.05

鉱業，採石業，砂利採取業 327 0.12 301 0.10

建設業 12,898 4.71 16,471 5.58

電気・ガス・熱供給・水道業 1,274 0.47 1,672 0.57

情報通信業 591 0.22 616 0.21

運輸業，郵便業 6,522 2.38 8,104 2.74

卸売業，小売業 22,139 8.08 25,356 8.58

金融業，保険業 201 0.07 227 0.08

不動産業，物品賃貸業 162,506 59.34 170,189 57.62

地方公共団体 － － － －

その他 41,232 15.06 41,379 14.01

合計 273,865 － 295,373 －

（注）「国内」とは、本中金のみであります。
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ｃ　合計

業種別
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比（％） 金額(百万円) 構成比（％）

国内（除く特別国際金融取引勘定分） 7,230,573 100.00 7,163,027 100.00

製造業 401,632 5.55 516,517 7.21

農業，林業 420 0.01 502 0.01

漁業 264 0.00 141 0.00

鉱業，採石業，砂利採取業 1,025 0.01 946 0.01

建設業 37,639 0.52 41,605 0.58

電気・ガス・熱供給・水道業 128,392 1.78 147,870 2.07

情報通信業 56,258 0.78 113,112 1.58

運輸業，郵便業 310,942 4.30 358,722 5.01

卸売業，小売業 261,925 3.62 303,855 4.24

金融業，保険業 1,241,999 17.18 1,358,407 18.96

不動産業，物品賃貸業 1,157,430 16.01 1,261,102 17.61

地方公共団体 284,190 3.93 275,710 3.85

その他 3,348,450 46.31 2,784,531 38.87

海外及び特別国際金融取引勘定分 0 100.00 0 100.00

政府等 － － － －

金融機関 － － － －

その他 0 100.00 0 100.00

合計 7,230,573 － 7,163,027 －

（注）１．「国内」とは、本中金及び国内連結子会社であります。

２．「海外」とは、海外連結子会社であります。

３．「国内」の「その他」には、国・政府関係機関を含んでおります。
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⑦　「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務の状況

　連結会社のうち、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づき信託業務を営む会社は本中金のみで

す。

○　信託財産の運用／受入状況(信託財産残高表)

資産

科目

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

有価証券 6,000 1.14 6,000 0.81

信託受益権 381,740 72.65 570,120 76.87

受託有価証券 63,000 11.99 63,000 8.49

金銭債権 60,392 11.50 89,531 12.07

その他債権 4 0.00 2 0.00

銀行勘定貸 5,375 1.02 12,085 1.63

現金預け金 8,932 1.70 924 0.13

合計 525,445 100.00 741,665 100.00

 

負債

科目

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

金銭信託 35,879 6.83 23,187 3.13

投資信託 － － 502 0.07

金銭信託以外の金銭の信託 23,814 4.53 16,400 2.21

有価証券の信託 111,000 21.12 102,300 13.79

金銭債権の信託 61,415 11.69 90,326 12.18

包括信託 293,335 55.83 508,948 68.62

合計 525,445 100.00 741,665 100.00

（注）１．共同信託他社管理財産については、前連結会計年度末及び当第３四半期連結会計期間末の取扱残高はありませ

ん。

２．自己信託に係る信託財産については、前連結会計年度末の残高は21,629百万円、当第３四半期連結会計期間末

の残高は52,840百万円であり、上記に掲げた金額に含めて記載しております。

 

○　元本補填契約のある信託の運用／受入状況(末残)

科目

前連結会計年度 当第３四半期連結会計期間

金銭信託
（百万円）

貸付信託
（百万円）

合計
（百万円）

金銭信託
（百万円）

貸付信託
（百万円）

合計
（百万円）

銀行勘定貸 5,054 － 5,054 11,990 － 11,990

資産計 5,054 － 5,054 11,990 － 11,990

元本 5,054 － 5,054 11,990 － 11,990

その他 0 － 0 － － －

負債計 5,054 － 5,054 11,990 － 11,990

（注）リスク管理債権については、前連結会計年度末及び当第３四半期連結会計期間末の残高はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【出資等の状況】

（１）【出資の総口数等】

イ【普通出資】

①【出資の総口数】

種類 普通出資の総口数の最高限度（口）

一般普通出資 ―

特定普通出資 ―

計 ―

（注）１．平成21年２月26日開催の臨時総会における定款変更の決議により、信用金庫法に基づく出資の一形態として、

既存の普通出資とは配当率の異なる普通出資（特定普通出資）の受入ができることとなりました。このため、既

存の普通出資を「一般普通出資」としております。

２．平成27年６月19日開催の通常総会における定款変更の決議により、特定普通出資の１口当たりの残余財産分配

額を出資１口の金額（10万円）までとしました。

３．普通出資の総口数および種類ごとの総口数の最高限度は、信用金庫法上定款で定める事項とされていないた

め、定款に規定しておりません。

 

②【払込済出資】

種類
第３四半期会計期間末現在
払込済出資総口数（口）
（平成30年12月31日）

提出日現在払込済出資総
口数（口）
（平成31年２月13日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

一般普通出資 4,000,000 4,000,000

該当ありません。
議決権を有してお

ります。
特定普通出資 2,000,000 2,000,000

計 6,000,000 6,000,000 ― ―

（注）１．本中金の定款において、本中金の普通出資は、額面出資（出資１口の金額10万円）と定められております。

２．特定普通出資に係る剰余金の配当および残余財産の分配は次のとおりであります。

 (1)　剰余金の配当は、一般普通出資について支払うべき剰余金の配当の額と異なるものとする。

 (2)　残余財産の分配は、１口当たりの残余財産分配額を出資１口の金額（10万円）までとする。

 

ロ【優先出資】

①【出資の総口数】

種類 優先出資の総口数の最高限度（口）

Ａ種優先出資 1,000,000

Ｂ種優先出資 1,000,000

計 2,000,000

（注）１．平成21年２月26日開催の臨時総会における定款変更の決議により、既存の優先出資(Ａ種優先出資)と種類の異

なる優先出資(Ｂ種優先出資)として、社債型優先出資を発行することができることとなりました。このため、既

存の優先出資を「Ａ種優先出資」としております。

２．平成21年６月24日開催の通常総会における定款変更の決議により、優先出資の総口数の最高限度は、定款第25

条で次のように規定することとなりました。

　「本金庫の発行する優先出資の総口数の最高限度は200万口とし、このうち100万口はＡ種優先出資、100万口

はＢ種優先出資とする。ただし、優先出資につき消却があつたときは、これに相当する口数を減ずる。」
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②【発行済出資】

種類
第３四半期会計期間末現在
発行済出資総口数（口）
（平成30年12月31日）

提出日現在発行済出資総
口数（口）
（平成31年２月13日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

Ａ種優先出資 708,222 708,222 東京証券取引所 （注）

計 708,222 708,222 ― ―

（注）Ａ種優先出資の内容は、次のとおりであります。なお、会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

(1)　優先出資の額面金額は10万円とする。

(2)　本中金は、優先出資者（優先出資の登録優先出資質権者を含む。以下同じ。）に対しては、会員(会員とは

「信用金庫」をいう。以下同じ。)に先立って剰余金の配当(以下「優先配当」という。)を行うものとする。優

先配当の額の額面金額に対する率（以下「優先配当率」という。）は、年３分とする。

(3)　本中金は、会員に対して普通出資額に応じて配当を行うときは、優先出資者に対して、優先配当以外の剰余

金の配当(以下「参加配当」という。)を行うものとする。優先配当率および参加配当の額の額面金額に対する

率の合計の最高限度は、年80割とする。

(4)　優先配当率は、優先出資の分割が行われたときは、次の算式により調整する。ただし、当該優先出資の分割

に係る総会の決議でこれと異なる定めをしたときは、この限りでない。

 

調整後の

優先配当率
＝
調整前の

優先配当率
×

分割前の発行済優先出資の総口数

分割後の発行済優先出資の総口数

 

(5)　前項の場合において、計算の結果0.01パーセント未満の端数が生ずるときは、その端数を切り上げるものと

する。

(6)　優先出資者に対する剰余金の配当の額が優先配当の額を下回ったときは、その下回った額は、翌事業年度の

優先配当の額に加算されないものとする。

(7)　本中金は、協同組織金融機関の優先出資に関する法律第15条の規定により、優先出資の消却を行うことがで

きる。本中金は、優先出資の消却を行おうとするときは、内閣総理大臣の認可を受けなければならない。優先

出資の消却は、市場相場等の時価による買入れによって行うものとする。

(8)　本中金の解散のときの残余財産の分配は、次に掲げる順序に従って行う。

①　優先出資者に対して、優先出資の額面金額と経過優先配当金相当額（残余財産の分配が行われる日（以下

「分配日」という。）において、分配日の属する事業年度の初日（同日を含む。）から分配日（同日を含

む。）までの日数に優先配当の額を乗じた金額を365で除して得られる額（その額に円未満の端数があるとき

は、これを切り上げるものとする。））を合計した額に発行済優先出資の総口数を乗じて得た額をそれぞれ

その口数に応じて分配する。

②　会員に対して、普通出資１口の金額に払込済普通出資の総口数を乗じて得た額をそれぞれその口数に応じ

て分配する。

③　前各号の分配を行なった後、なお残余があるときは、優先出資者および会員に対してそれぞれその口数

（特定普通出資の口数を除く。）に応じて分配する。

(9)　協同組織金融機関の優先出資に関する法律第17条の規定により、優先出資者は、優先出資について、会員に

よる総会における議決権その他の信用金庫法による会員の権利を有しない。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

信金中央金庫(E03729)

四半期報告書

13/35



（４）【出資総口数、出資金等の推移】

イ【普通出資】

年月日
払込済出資
総口数増減数
（口）

払込済出資
総口数残高
（口）

普通出資金
増減額
（百万円）

普通出資金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成30年10月１日～

平成30年12月31日

―
一般普通出資

4,000,000
―
一般普通出資

400,000
― ―

―
特定普通出資

2,000,000
―
特定普通出資

200,000

 

ロ【Ａ種優先出資】

年月日
発行済出資
総口数増減数
（口）

発行済出資
総口数残高
（口）

優先出資金
増減額
（百万円）

優先出資金
残高

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成30年10月１日～

平成30年12月31日
― 708,222 ― 90,998 ― 100,678

 

（５）【大口出資者の状況】

イ【普通出資】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

ロ【Ａ種優先出資】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

イ【普通出資】

①【払込済出資】

平成30年12月31日現在
 

区分 出資口数（口） 議決権の数（個） 内容

無議決権出資 ― ― ―

議決権制限出資（自己出資等） ― ― ―

議決権制限出資（その他） ― ― ―

完全議決権出資（自己出資等） ― ― ―

完全議決権出資（その他）

一般普通出資

4,000,000

特定普通出資

2,000,000

261

議決権は所有出資口数

に関係なく１会員につ

き１個であります。

払込済出資総口数 6,000,000 ― ―

総出資者の議決権 ― 261 ―

（注）１単元の出資口数を定めていないため、「単元未満出資」について記載しておりません。

 

②【自己出資等】

　　　　　　該当ありません。

 

ロ【Ａ種優先出資】

①【発行済出資】

平成30年12月31日現在
 

区分 出資口数（口） 議決権の数（個） 内容

無議決権出資 708,222 ―

会員による総会におけ

る議決権その他の信用

金庫法による会員の権

利を有しません。

議決権制限出資（自己出資等） ― ― ―

議決権制限出資（その他） ― ― ―

完全議決権出資（自己出資等） ― ― ―

完全議決権出資（その他） ― ― ―

発行済出資総口数 708,222 ― ―

総出資者の議決権 ― ― ―

（注）１単元の出資口数を定めていないため、「単元未満出資」について記載しておりません。

 

②【自己出資等】

　　　　　　該当ありません。
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２【役員の状況】

 　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

 

(1)　新任役員

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期

所有優先
出資口数
（口）
(注)２

就任
年月日

理事（非）  河村　正雄
昭和22年

９月２日生

昭和45年９月 大阪市信用金庫（現大阪

シティ信用金庫）入庫

（注）１ －
平成30年

９月26日
平成22年７月 同庫理事長

平成29年12月 同庫会長（現職）

平成30年９月 本中金理事（現職）

　　　（注）１．就任の時から2020年３月期に係る通常総会の終結の時までであります。

　　　　　　２．平成30年12月31日現在の優先出資者名簿に基づき記載しております。

 

(2)　退任役員

役名 職名 氏名 退任年月日

理事（非）  樋野　征治 平成30年７月３日

　　　（注）逝去により退任いたしました。

 

(3)　異動後の役員の男女別人数及び女性の比率

 　　男性36名　女性－名　（役員のうち女性の比率－％）
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第４【経理の状況】
 

１．本中金の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しておりますが、資産、負債及び純資産の分類並びに収益及び費用の分類は、「信用金

庫法施行規則」(昭和57年大蔵省令第15号)に準拠しております。

 

２．本中金は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（自平成30年10月１日　

至平成30年12月31日）及び第３四半期連結累計期間（自平成30年４月１日　至平成30年12月31日）に係る四半期連結

財務諸表について、EY新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けております。

なお、EY新日本有限責任監査法人は、平成30年７月１日をもって新日本有限責任監査法人から名称変更しておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

資産の部   

現金及び預け金 12,393,632 16,222,272

買入手形及びコールローン 413,259 400,665

買現先勘定 89,999 39,999

債券貸借取引支払保証金 15,340 28,739

買入金銭債権 177,359 186,366

特定取引資産 250,424 417,561

金銭の信託 99,789 149,826

有価証券 17,108,434 16,797,810

貸出金 ※１ 6,952,660 ※１ 7,163,027

外国為替 20,460 26,749

その他資産 967,208 941,749

有形固定資産 71,353 77,293

無形固定資産 12,999 20,237

繰延税金資産 3,996 3,953

債務保証見返 256,687 238,882

貸倒引当金 △43,157 △37,124

資産の部合計 38,790,449 42,678,010

負債の部   

預金 30,230,956 34,214,143

譲渡性預金 － 18,606

債券 2,705,490 2,528,580

特定取引負債 66,636 85,479

借用金 1,637,770 1,702,180

売渡手形及びコールマネー 40,313 63,825

売現先勘定 98,373 147,322

債券貸借取引受入担保金 1,789,012 1,761,039

外国為替 447 681

信託勘定借 5,375 12,085

その他負債 204,426 219,124

賞与引当金 1,721 882

役員賞与引当金 89 －

退職給付に係る負債 41,525 41,947

役員退職慰労引当金 595 558

特別法上の引当金 1 1

繰延税金負債 78,321 56,242

再評価に係る繰延税金負債 6,100 6,083

債務保証 256,687 238,882

負債の部合計 37,163,843 41,097,666
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成30年12月31日)

純資産の部   

出資金 690,998 690,998

資本剰余金 100,678 100,678

利益剰余金 571,563 586,188

会員勘定合計 1,363,240 1,377,865

その他有価証券評価差額金 299,808 229,324

繰延ヘッジ損益 △50,303 △41,901

土地再評価差額金 13,433 13,388

為替換算調整勘定 △2,848 △3,011

退職給付に係る調整累計額 △7,681 △6,788

その他の包括利益累計額合計 252,409 191,012

非支配株主持分 10,956 11,465

純資産の部合計 1,626,605 1,580,343

負債及び純資産の部合計 38,790,449 42,678,010
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

経常収益 218,286 225,011

資金運用収益 160,710 150,889

（うち貸出金利息） 13,183 14,571

（うち有価証券利息配当金） 140,014 129,307

信託報酬 298 273

役務取引等収益 31,778 32,048

特定取引収益 3,061 3,500

その他業務収益 18,095 28,296

その他経常収益 ※１ 4,341 ※１ 10,002

経常費用 172,145 178,288

資金調達費用 91,951 89,942

（うち預金利息） 28,568 30,001

（うち債券利息） 4,596 3,538

役務取引等費用 11,493 11,812

特定取引費用 65 477

その他業務費用 29,380 36,240

経費 38,495 38,972

その他経常費用 ※２ 760 ※２ 843

経常利益 46,141 46,723

特別利益 2,200 81

固定資産処分益 － 81

その他の特別利益 ※３ 2,200 －

特別損失 8 27

固定資産処分損 8 27

税金等調整前四半期純利益 48,332 46,776

法人税、住民税及び事業税 12,259 10,809

法人税等調整額 1,473 1,275

法人税等合計 13,732 12,084

四半期純利益 34,599 34,692

非支配株主に帰属する四半期純利益 358 508

親会社株主に帰属する四半期純利益 34,241 34,184
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成30年４月１日
　至　平成30年12月31日)

四半期純利益 34,599 34,692

その他の包括利益 30,477 △61,284

その他有価証券評価差額金 22,722 △70,484

繰延ヘッジ損益 6,333 8,401

為替換算調整勘定 367 △163

退職給付に係る調整額 1,053 961

四半期包括利益 65,076 △26,592

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 64,645 △27,168

非支配株主に係る四半期包括利益 430 576
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

破綻先債権額 93百万円 87百万円

延滞債権額 11,227百万円 5,148百万円

３ヵ月以上延滞債権額 77百万円 36百万円

貸出条件緩和債権額 30,490百万円 30,016百万円

合計額 41,889百万円 35,287百万円

 

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

 

　２．元本補塡契約のある信託の元本金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成30年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成30年12月31日）

金銭信託 5,054百万円 11,990百万円

 

 

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１．その他経常収益には、次のものを含んでおります。

 

 

前第３四半期連結累計期間

（自　平成29年４月１日

至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自　平成30年４月１日

至　平成30年12月31日）

貸倒引当金戻入益  1,997百万円  6,033百万円

株式等売却益  2,338百万円  3,933百万円

 

 

※２．その他経常費用には、次のものを含んでおります。

 

 

前第３四半期連結累計期間

（自　平成29年４月１日

至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自　平成30年４月１日

至　平成30年12月31日）

株式等売却損   752百万円   471百万円

 

 

※３．その他の特別利益には、次のものを含んでおります。

 

 

前第３四半期連結累計期間

（自　平成29年４月１日

至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自　平成30年４月１日

至　平成30年12月31日）

子会社株式売却益  2,200百万円    －百万円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期

連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

前第３四半期連結累計期間

（自 平成29年４月１日

　　至 平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間

（自 平成30年４月１日

　　至 平成30年12月31日）

減価償却費 7,284百万円 7,496百万円

 

 

 

（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

 

　１．配当金支払額

 
(決議)

出資の種類
配当金の総額
（百万円）

１口当たりの
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月21日
通常総会

一般普通出資 12,000 3,000 平成29年３月31日 平成29年６月21日 利益剰余金

特定普通出資 3,000 1,500 平成29年３月31日 平成29年６月21日 利益剰余金

Ａ種優先出資 4,603 6,500 平成29年３月31日 平成29年６月21日 利益剰余金

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

 

　１．配当金支払額

 
(決議)

出資の種類
配当金の総額
（百万円）

１口当たりの
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月20日
通常総会

一般普通出資 12,000 3,000 平成30年３月31日 平成30年６月20日 利益剰余金

特定普通出資 3,000 1,500 平成30年３月31日 平成30年６月20日 利益剰余金

Ａ種優先出資 4,603 6,500 平成30年３月31日 平成30年６月20日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間（自　平成29年４月１日　至　平成29年12月31日）

 

報告セグメントごとの経常収益及び利益の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他 合計 調整額

四半期連結損益

計算書計上額 信金中央金庫の事業

経常収益 196,125 28,883 225,009 △6,722 218,286

セグメント利益 36,782 1,479 38,262 △4,021 34,241

（注）１．一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、連結子会社の事業であ

ります。連結子会社においては、証券業務、投資運用業務、消費者信用保証業務、投資・Ｍ＆Ａ仲介業

務、データ処理の受託業務等の金融サービスに係る事業を行っております。

　　なお、信託・銀行業務を行っていた株式会社しんきん信託銀行については、平成29年９月19日付で、

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社と合併したことにより、平成29年度第２四半期連結会計期間より連結の範

囲から除外しております。

３．セグメント利益の調整額△4,021百万円には、非支配株主に帰属する四半期純利益△358百万円、セグ

メント間取引消去等△3,663百万円が含まれております。

４．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の親会社株主に帰属する四半期純利益との調整を行ってお

ります。

 

当第３四半期連結累計期間（自　平成30年４月１日　至　平成30年12月31日）

 

報告セグメントごとの経常収益及び利益の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント
その他 合計 調整額

四半期連結損益

計算書計上額 信金中央金庫の事業

経常収益 199,374 29,155 228,530 △3,519 225,011

セグメント利益 32,335 2,734 35,069 △885 34,184

（注）１．一般企業の売上高に代えて、それぞれ経常収益を記載しております。

２．「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、連結子会社の事業であ

ります。連結子会社においては、証券業務、投資運用業務、消費者信用保証業務、投資・Ｍ＆Ａ仲介業

務、データ処理の受託業務等の金融サービスに係る事業を行っております。

３．セグメント利益の調整額△885百万円には、非支配株主に帰属する四半期純利益△508百万円、セグメ

ント間取引消去等△377百万円が含まれております。

４．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の親会社株主に帰属する四半期純利益との調整を行ってお

ります。
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（有価証券関係）

四半期連結貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金及び預け金」中の譲渡性預け金及び「買入金銭債権」中の信託受

益権等を含めて記載しております。

 

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成30年３月31日）

 
連結貸借対照表

計上額(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

国債 903,265 988,427 85,161

地方債 － － －

短期社債 － － －

社債 － － －

その他 14,994 16,777 1,783

合計 918,259 1,005,204 86,944

 

当第３四半期連結会計期間（平成30年12月31日）

 
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

国債 557,455 636,919 79,464

地方債 － － －

短期社債 － － －

社債 － － －

その他 9,188 9,454 265

合計 566,644 646,373 79,729

 

（注）１．時価は、当第３四半期連結会計期間（連結会計年度）末日における市場価格等に基づいております。

２．海外の事業会社向け担保ローンを裏付資産とするCLO（ローン担保証券）については、当第３四半期連結

会計期間（連結会計年度）において経営者の合理的な見積もりに基づき時価を算定しております。合理的

な見積もりに基づく時価は、ディスカウント・キャッシュ・フロー法等により算定しており、類似する資

産のデフォルト率、回収率、期限前償還率及び割引率等が主な価格決定変数であります。
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２．その他有価証券

前連結会計年度（平成30年３月31日）

 取得原価(百万円)
連結貸借対照表

計上額(百万円)
差額(百万円)

株式 33,155 67,238 34,083

債券 10,439,798 10,663,761 223,963

国債 5,272,436 5,463,087 190,650

地方債 807,379 811,316 3,936

短期社債 39,996 40,008 11

社債 4,319,985 4,349,349 29,364

その他 5,281,664 5,439,174 157,509

合計 15,754,618 16,170,174 415,556

 

当第３四半期連結会計期間（平成30年12月31日）

 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
差額(百万円)

株式 33,154 72,361 39,206

債券 10,281,677 10,467,475 185,798

国債 4,529,785 4,678,320 148,534

地方債 1,015,441 1,020,996 5,555

短期社債 74,996 75,011 15

社債 4,661,454 4,693,147 31,692

その他 5,595,748 5,688,371 92,622

合計 15,910,580 16,228,208 317,627

 

（注）１．四半期連結貸借対照表（連結貸借対照表）計上額は、株式及び投資信託については、当第３四半期連結

会計期間（連結会計年度）末前１ヵ月の市場価格等の平均に基づいて算定された額により、また、それら

以外については、当第３四半期連結会計期間（連結会計年度）末日における市場価格等に基づく時価によ

り、それぞれ計上しております。

２．その他有価証券のうち、時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券は除いております。

３．その他有価証券で時価があるもののうち、当該有価証券の時価が取得原価に対して30％以上下落してお

り、かつ、過去の一定期間の下落率等を勘案し、時価が取得原価まで回復する見込があると認められない

ものについては、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額（連結貸借対照表計上額）とするととも

に、評価差額を当第３四半期連結累計期間（連結会計年度）の損失として処理（以下「減損処理」とい

う。）しております。

また、発行会社が破綻先、実質破綻先、破綻懸念先の場合は、当該有価証券の時価が取得原価に比べて

下落しているものを減損処理しております。

前連結会計年度において減損処理はありません。

当第３四半期連結累計期間における減損処理額は、１百万円（全て株式）であります。
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（金銭の信託関係）

１．満期保有目的の金銭の信託

該当ありません。

 

 

２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）

前連結会計年度（平成30年３月31日）

該当ありません。

 

当第３四半期連結会計期間（平成30年12月31日）

 取得原価(百万円)
 四半期連結貸借対照表

 計上額（百万円）
　差額（百万円）

その他の金銭の信託 50,000 50,198 198
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（デリバティブ取引関係）

１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

（1）金利関連取引

前連結会計年度（平成30年３月31日）

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

金利先物 － － －

金利オプション － － －

店頭

金利先渡契約 － － －

金利スワップ 14,800,318 25,538 25,538

金利オプション － － －

その他 3,727,800 △30,893 △25,604

 合計 ― △5,354 △65

(注) １．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

２．時価の算定

取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっております。店頭取引について

は、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

 

当第３四半期連結会計期間（平成30年12月31日）

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

金利先物 － － －

金利オプション － － －

店頭

金利先渡契約 － － －

金利スワップ 15,108,961 20,447 20,447

金利オプション － － －

その他 3,015,040 △23,773 △21,989

 合計 ― △3,326 △1,542

(注) １．上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

２．時価の算定

取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっております。店頭取引について

は、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。
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（2）通貨関連取引

前連結会計年度（平成30年３月31日）

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

通貨先物 － － －

通貨オプション － － －

店頭

通貨スワップ 7,195 94 94

為替予約 435,921 261 261

通貨オプション － － －

その他 － － －

 合計 ― 355 355

(注) １．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

２．時価の算定

割引現在価値等（通貨スワップは元本控除後）により算定しております。

 

当第３四半期連結会計期間（平成30年12月31日）

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

通貨先物 － － －

通貨オプション － － －

店頭

通貨スワップ 6,696 67 67

為替予約 727,228 △2,820 △2,820

通貨オプション － － －

その他 － － －

 合計 ― △2,753 △2,753

(注) １．上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

２．時価の算定

割引現在価値等（通貨スワップは元本控除後）により算定しております。

 

 

（3）株式関連取引

該当ありません。
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（4）債券関連取引

前連結会計年度（平成30年３月31日)

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

債券先物 30,764 7 7

債券先物オプション 6,500 5 △0

店頭
債券店頭オプション － － －

その他 － － －

 合計 ― 13 6

(注) １．上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

２．時価の算定

取引所取引については、大阪取引所等における最終の価格によっております。店頭取引については、

オプション価格計算モデル等により算定しております。

 

当第３四半期連結会計期間（平成30年12月31日)

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

債券先物 10,493 △26 △26

債券先物オプション 9,000 20 0

店頭
債券店頭オプション － － －

その他 － － －

 合計 ― △6 △26

(注) １．上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

２．時価の算定

取引所取引については、大阪取引所等における最終の価格によっております。店頭取引については、

オプション価格計算モデル等により算定しております。

 

 

（5）商品関連取引

該当ありません。

 

 

（6）クレジット・デリバティブ取引

該当ありません。
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２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

（1）金利関連取引

前連結会計年度（平成30年３月31日)

ヘッジ会計の方法 種類 主なヘッジ対象
契約額等

（百万円）

時価

(百万円)

原則的処理方法 金利スワップ 貸出金、その他有価証券（債

券）、預金等の有利息の金融

資産・負債

4,540,428 △75,756

金利スワップの

特例処理

金利スワップ 貸出金、満期保有目的の債

券、および債券（負債）

1,201,286 △68,479

合計 ― － △144,236

(注) １．主として「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第24号　平成14年２月13日）に基づき、繰延ヘッジによっております。

２．時価の算定

取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっております。店頭取引について

は、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

 

当第３四半期連結会計期間（平成30年12月31日)

ヘッジ会計の方法 種類 主なヘッジ対象
契約額等

（百万円）

時価

(百万円)

原則的処理方法 金利スワップ 貸出金、その他有価証券（債

券）、預金等の有利息の金融

資産・負債

3,952,156 △64,190

金利スワップの

特例処理

金利スワップ 貸出金、満期保有目的の債

券、および債券（負債）

1,145,618 △69,346

合計 ― － △133,536

(注) １．主として「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会

計士協会業種別監査委員会報告第24号　平成14年２月13日）に基づき、繰延ヘッジによっております。

２．時価の算定

取引所取引については、東京金融取引所等における最終の価格によっております。店頭取引について

は、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。
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（2）通貨関連取引

前連結会計年度（平成30年３月31日)

ヘッジ会計の方法 種類 主なヘッジ対象
契約額等

（百万円）

時価

(百万円)

原則的処理方法 通貨スワップ 外貨建の有価証券、預け金等 412,096 △3,266

為替予約 150,018 2,394

為替予約等

の振当処理

通貨スワップ ― － －

為替予約 － －

合計 ― － △871

(注) １．主として「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会業種別監査委員会報告第25号　平成14年７月29日)に基づき、繰延ヘッジによっております。

２．時価の算定

割引現在価値等（通貨スワップは元本控除後）により算定しております。

 

当第３四半期連結会計期間（平成30年12月31日)

ヘッジ会計の方法 種類 主なヘッジ対象
契約額等

（百万円）

時価

(百万円)

原則的処理方法 通貨スワップ 外貨建の有価証券、預け金等 471,102 △3,372

為替予約 53,558 715

為替予約等

の振当処理

通貨スワップ ― － －

為替予約 － －

合計 ― － △2,657

(注) １．主として「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認

会計士協会業種別監査委員会報告第25号　平成14年７月29日)に基づき、繰延ヘッジによっております。

２．時価の算定

割引現在価値等（通貨スワップは元本控除後）により算定しております。

 

 

（3）株式関連取引

該当ありません。

 

 

（4）債券関連取引

該当ありません。

EDINET提出書類

信金中央金庫(E03729)

四半期報告書

32/35



（１口当たり情報）

　 １口当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、次のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成29年４月１日
至　平成29年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成30年４月１日
至　平成30年12月31日）

１口当たり四半期純利益 円 5,104.34 5,095.84

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純

利益
百万円 34,241 34,184

親会社株主に帰属する四半期純

利益から控除する金額
百万円 － －

１口当たり四半期純利益の算定

に用いられた親会社株主に帰属

する四半期純利益

百万円 34,241 34,184

期中平均出資口数 口 6,708,222 6,708,222

うち一般普通出資口数 口 4,000,000 4,000,000

うち特定普通出資口数 口 2,000,000 2,000,000

うち優先出資口数 口 708,222 708,222

 

　 なお、潜在出資調整後１口当たり四半期純利益については、潜在出資がないので記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当ありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  
 

平成31年２月７日

信金中央金庫

理事会　御中

 

 EY新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 江見　睦生　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 南波　秀哉　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小松﨑　謙　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている信金中央金庫の

平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成30年10月１日から平成30年

12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、信金中央金庫及び連結子会社の平成30年12月31日現在の財政状態及び

同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点

において認められなかった。

 

利害関係

　信金中央金庫と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は本中金（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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